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講演会「最新の中国経済動向と日本企業の投資時の留意点について」 

2015 年 1 月 30 日(金) 14:00～16:00 

経団連会館 503 号室 

講 師：徐 静波（Xu Jing  bo）㈱アジア通信社 代表取締役社長 

 

【講 演】 

《７．４％の GDP 成長率は高いか？低いか？》 

・２０１４年の中国の GDP 成長率は７．４％で終わり、中国政府の目標９％に対して低く

着地をしたので心配している方も多いが、心配する必要がないと見ている。何故ならば１％

の成長率は１００万人の雇用を確保できると政府が試算している。中国政府が９％の GDP

成長率を目標にしているのはつまり９００万人の新規雇用を確保することであり、これは

新卒の大学生が年間９００万人卒業することに起因している。雇用確保できない場合、一

人っ子政策もあり家族が困る。つまり、社会不安定に繋がることを避けることが理由であ

る。２０１４年の就職数は１,４００万人の新規雇用を実現した、つまり、１％の成長率は

２００万人の新規雇用を生むことになった。中国政府は年間で６％の GDP 成長率を確保で

きれば、１,２００万人の新規雇用が出来るので良いと判断している。中国政府は６％、７％

の経済成長率の成長率つまり新常態化を推進しているのである。NHK のトップニュースで

中国の成長率が減速したと報道しているが、心配する必要はないと判断している。 

《中国経済の問題点》 

・一方で中国の経済には色々問題がある。 

・第一に、生産能力の過剰が挙げられる。過去３０年、特に過去２０年は GDP 成長率を上

げる為、公共投資を含め投資を実施し、結果として１０％を超える GDP 成長率を確保して

きたが、社会の問題、環境の問題又産業構造の問題が出てきた。一番大きな問題は生産過

剰である。まず鉄鋼で、過剰率は３５％。これは EU 年間の鉄鋼生産能力の２倍の規模が

余剰であることを示している。後は建築材料やソーラー発電の材料は９５％の過剰となっ

ている。船舶にしても然りである。特に造船会社は買い手がいないので自らが船主になっ

ている例が多い。これら過剰設備投資に対して中国政府は対策を講じている。例えば、鉄

鋼については昨年１,０００社を超える中小の鉄鋼会社を閉鎖した。しかしこの１，０００

社を閉鎖しても、中国全体の鉄鋼生産能力の５％にしかならない。このように生産過剰が

現在の中国の一番大きな課題である。 

・第二に、お金が実体経済に回っていないことである。リーマンショック後４兆元（当時

のレートで６０兆円）を政府から投資した。結果として、誰に流したかというと民間製造

業に流さず国営企業に流した。しかし、国営企業は本業ではなく不動産投機に使用した。
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例えば中国食糧集団（JA との窓口をしている企業）は自らの本業ではなく、不動産に投資

した。中国の有名なショッピングセンター「大悦城」が典型的な例である。本業は赤字、

不動産は黒字であったが、現在の中国は不動産価格が下落しており、国からのお金をどの

ようにして返済するのか、問題になっている。大手の国営企業にお金を回し、民営企業特

に中小企業にはお金が回っていない。よって、２００９年以降民間中小企業が駄目になっ

てきている。 

・事例として、中国で中小企業が一番多い温州では昨年自殺した企業幹部は１５名、海外

逃亡は１００名以上になっている。昨年李克強総理になり政策を打ち出したが、実体経済

にはまだお金が回らない。これも大きな問題である。 

・第三に、民間製造業はお金がないので新規技術開発と設備投資ができない。つまり、企

業の競争力が低迷している。最近、日本の自動車部品会社が中国によく進出している。何

故かというと、中国の地場部品会社の技術力が上がらないからである。 

・第四に、地方政府の債務過剰である。日本とは異なり、中国の首長は任命制であり、選

挙による交代はない。つまり任期中に良い成果を上げることだけに力を入れる。人が不在

の農地を売り、そのお金で新たな街を作る方法と４兆元の景気刺激策に代表される政府投

資のお金を使うやり方である。市政府と市政府の投資開発会社が開発した街作りが大規模

も行われ、人が住んでいない鬼街が中国全土にある。中国政府は地方債務残高を発表して 

いないが、無錫市だけで毎日１,０００万元（約１．９億円）の利払いに追われている。し

かし、借金が雪だるま式に増加する中でも、前任の実績より良い実績を作りたいので、さ

らに投資を行うことが地方では行われている。日本では地方議会、市民などの牽制が効く

が中国ではない。地方債務の解消についても大きな問題である。 

・人件費、原材料の価格上昇、為替変動により外資企業の体力の問題は出てきた。これに

より、２０１４年は韓国からの投資は増加したが、日本からは前年比較で４０％減少した。

これは島の問題も影響を与えている。また、東南アジア、EU も大きく投資額を落としてい

る。韓国にとっては中国が一番大きな市場であり、日本にとって中国以上に投資を行う必

要はないと考えている。中国政府としてはサービス業の規制緩和を行い、外資の対中投資

を拡大させて貰う政策である。 

《２０１５年の経済突破戦略》 

・中国政府は現在産業の輸出を推進している。特に、高速鉄道は南米、中東、インド、ベ

トナムに輸出しようとしている。地下鉄車両はアメリカ、インドネシアを狙っている。さ

らに建設重機、港湾設備インフラ設備に関してはインドネシアを先導として重工業の輸出

を拡大する方針を打ち出している。特に新幹線については日本と中国が世界市場で戦うこ

とになるが、価格は推測であるが日本の半分で抑えられる。また、インドネシアという国

は、全方位外交を標榜しているが、２０１３年、中国政府は対インドネシア向けに３２０

億ドル（約３兆７千億円）の ODA 拠出を発表した。これから、インフラ産業の輸出におい

て日中両国が国際場面で競合してくる可能性が高い。 
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・新型都市化政策についてお話しをしたい。２０２０年までに約９億人の農村人口に対し

て４億人が都市に住むことを推進している。農民から市民になる政策である。既に、２億

人は市民になっている。年間２,０００万～３,０００万人が農村から都市に流入しているが、

戸籍制度があり、医療、教育、年金の社会保障制度が市民と同じ待遇にならないとか、マ

ンションを購入する際ローンを組めないなどの問題がある。そこで昨年戸籍制度が一部改

定され身分差別がないように変更となった。しかし農民の８割は農民の戸籍を保持したい

と考えていた。それは、農民には優遇政策があるからと農地を放棄することになるからで

ある。中国では農地は国家のものでなく、村のもの集団のものであり、農業合作社と考え

て欲しい。李克強国務院総理が考えている数字では、農民が１人市民になることで１５万

元のインフラ投資が必要と試算している。これで内需拡大を図ることが出来る。また、農

民が市民になることで給与が上がるので購買能力が３倍高まる。諸々計算して、約１００

兆元（約１,９００兆円）の経済効果、GDP 成長率を３％押し上げる効果があると試算して

いる。 

・環渤海城市群、長三角城市群、長江中游城市群、成都城市群、珠三角城市群という経済

圏を作ることが考えている。それぞれの経済圏内でインフラ投資を集中的に行うことで、

新しい消費市場を作ることである。 

・現在の中国ではデパート、スーパーで購入する人は少ない。今やインターネット販売が

爆発的に増加している。流通業界そのものが従来の商売では生き残れない。新しい市場が

出来てきた。新しい経済、市場を作ることを政府方針として掲げている。 

《長期経済発展戦略》 

・生産能力が過剰であることは最初に述べたが、会社清算などは非常に労力が掛かるし雇

用面での問題も発生し社会秩序を安定させることにならない。中国政府は過剰の生産能力

を解消する意味で、陸上、海上のシルクロード構想（一帯一路）政策を打ち出した。この

戦略の意味は、中国の過剰生産能力がある産業を海外に輸出することである。陸上では北

京～イタリアまで、海上は福建省からイタリアまで。実現できるでしょうか。これを実現

したいと中国政府は考えている。方法として一つは、金を出すということ。AIIB 構想やシ

ルクロード基金を設立したことはこれを意味している。二つめに５００億ドルの ODA 資金

を別建てで準備している。昨年の APEC 首脳会議でも、これらの構想の地図上の国家は皆 

中国の構想に賛成した。中国も、インフラ設備の輸出と共に、これらルートを活用して、

他の中国製品を輸出できるメリットがある。もう一つの戦略は、２１世紀はアジアの世界

であり、中国が世界の中心になる戦略である。残念ながら、日本、フィリピンは外れてい

る。更に、経済の常態化の推進である。調和のある経済を目指すことが必然であると考え

ており、中国の GDP 成長率を７％台で常態化させることである。また、日中韓自由貿易区

の建設であるが島の問題もあり、なかなか進んでいない。日中韓が自由貿易地域となれば、

非常にメリットがある。最後が、アジア経済の統合である。ASEAN をどう見るかである。 

チャイナ＋１が論議されている。ASEAN に一番投資をしている国は中国でも日本でもない。
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韓国である、例えばミャンマーであるが、既に韓国は１８０社を超えているが、日本はま

だ数社しかない。安倍首相がミャンマーとの交渉で日系企業の工業団地が決まったがまだ

３４社が契約を締結しただけで、実体がないのが現実である。ミャンマーは米国、日本へ

の投資を望んでいたが、現在のミャンマー政権は現実路線としてヤンゴンから昆明までの

新幹線を結ぶ話が進んでいる。つまり、日本は ASEAN に進出して中国と戦うことはない

と思う。まずは韓国がライバルである。一方で中国から ASEAN を見ると、あくまでも中

国市場の延長線又は中華経済圏の一部との見方である。だから、昆明からシンガポールま

での高速鉄道建設は５年前からの構想であるが、昨年の APEC で再度確認を取り合意した。 

《日本企業への示唆》 

・日本商品をどのようにして中国で売るかといる本業の話である。２０１４年の日中両国

の貿易額の統計については日中両国の公表数字に差があるが、基礎ベースとして中国から

日本への輸出製品の上位ランキングの１位は半導体／電子通信部品、２位は鋼材（東北復

興の住宅鋼材）、日本から中国への輸出製品の上位ランキングの１位は自動車部品である。 

放射能の問題で食品が厳しい状況になっている。過日、新潟の小千谷市で講演があったが、 

地元の地銀は必至で地元企業を守ろうとしている。どれだけ自動車部品の輸出が伸びても 

円安で利益は出ない。地方が困窮している現状を見た。東京では感じられない光景を見た。 

・昨年の中国からの観光客は２４０万人となった。８割増であり、今年は４００万人にな

る想定である。台湾、香港を含む中華圏では８００万人になる。観光庁の資料によると、

中国人（大陸）の一人あたりの来日中の消費金額は２２～２３万円であり、二位のインド

ネシアは２万８千円、三位の韓国もほぼ同じであることを比較すると、とんでもない額で

ある。インバウンドビジネスの視点から、日本企業にとっては中国本土の市場、来日中国

人の市場が出来たと考える。この中国人相手に日本企業が商品を売るにあたり、日本企業

は中国人の消費習慣、文化を知らなくてはいけない。事例を挙げると、中国人が日本で買

いたい商品で炊飯器がある。私の友達が炊飯器を２個購入し中国に戻ってもご飯の味が炊

飯器購入前と比較しても変わらないといってきた。よくよく話しを聞くと、ご飯ができた

時に釜のご飯をかき混ぜないことがわかった。日本の炊飯器メーカーはこのような事を取

り扱い説明書に記載していない。食文化を相手に伝える努力をしてほしい。 

・中国ではインターネット販売が進んでいるとはお話ししたが、これも事例としてお話し

たい。愛知県の田舎の化粧品会社が販売している化粧水が中国の淘宝網で売れている。 

何故、日本で無名の化粧品会社の商品が中国で売れているのか日本大手の化粧品会社の方

も勉強してほしい。 

・生酵素が中国で人気がある。女性も男性にも人気がある。来日した中国人観光客は必ず

ドラックストアーに出向き、５個／人程度購入する。日本人はあまり酵素を呑まない。 

ここにもインバウンドビジネスの秘訣がある。 

・先程お話した小千谷で酒蔵の社長とお話しをした。金賞を受賞したが、その金賞をアピ

ールしていない。箱、ラベルにも金賞受賞と明記していない。日本人が茅台酒のランクが
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分からないと同様に中国人には日本酒のランクが分からない。金賞を受賞したなら、はっ

きり中国人に分かるようにするように説明した。中国人は日本に来て日本酒を買いたい。 

品質が良い、面子の問題として、良いものをアピールするには金賞しか区別するものがな

いことを理解することだ。 

・インバウンドで中国人向けの商品には英語以外に覚えやすい漢字名が必要となる。また、

色が特徴ある色にすることも大切である。例えば、資生堂、コーセー化粧品の“青”瓶、 

日本航空には全て赤いラインを統一で入れていて、誰が見てもＪＡＬグループ製品と分か

るようにしている。 

・次に中国での日本製品の売上増加のポイントをお話ししたい。中国で日本車の売上がド

イツ社と比較して伸張しないが、この理由は反日運動などが真の要因ではない。中国人は

車に対して相当の思い入れがある。言い換えると面子、プライド、ステイタスの表現であ

る。だから外観が大切である。また、日本の車は鉄板が薄いので品質が悪いとの印象を持

たれている。日本の車は衝突安全ボディーで車内の人を守ることを優先していることで、 

衝突時にボディーが衝突エネルギーを吸収する仕組みであるが、欧米車はボディーが硬く、 

衝突時にボディーの損傷が少ないので安全だと中国人は考えている。本当は、欧米車は車

に優しく同乗者には危険であることを知らない。日本の自動車メーカーは、日本車の設計

理念、日本車の良さを中国人に伝えていない。日本の常識でも中国の非常識であることを

理解しなくてはならない。 

・広告の流し方にも気をつけることだ。ソニーのＣＭは消費者の心に購入したい欲望をも

たせる方法が旨い。インターネットを使う方法が中国では効果的である。新聞、ＴＶを読

まない、見ない。広告宣伝方法に工夫をすることが大切である。 

 

【質疑応答】 

Ｑ１．習近平政権になり贅沢禁止令が出て、その影響を受け投資家向け、富裕層向けの住

宅がなかなか売れなくなって来た。中国全土１００都市で翌月の不動産価格が下がるとい

うのが非常に多くなっている。この傾向はいつまで続くと考えているのか？また市によっ

てはゴーストタウンにならない為に対策を講じているとの話しもあるが、その点について

も教えて頂きたい。 

Ａ１．不動産価格が上がることはなかなかないだろう。浙江省の場合昨年と比較し２０％

程度価格が下落している。上海、北京についてはまだ価格があまり動かない。地方都市は 

値下げしている。向こう５年については現状価格で推移するのではないかと思う。通常の

不動産開発会社だけでなく、地方政府が関わる不動産開発会社、銀行、消費者など関係者

が多く関わっているので、勝手に不動産価格を下げることが出来ない。中国政府として不

動産価格の激しい下落、市場の不景気、バブル崩壊などは考えていない。それは社会不安

に繋がる恐れがあるからだ。不動産税を策定中であるが、立法化されると１割程度は不動

産価格を下げることになる。しかし、新型都市化を推進して行くが、不動産市場を一度縮
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小させ、その後政府主導でまた拡大させていく企画も検討されている。また、中国で９０

年代に建設されたマンションは煉瓦式であり基準を満たしていないので解体しなくてはな

らない。ここ１年２年で手をつけることになり、既に上海では開始された。建築技術、設

計、材料に関しても大きな市場が生まれてくる可能性がある。 

〔文責：国際広報部 藤原慎二〕 

 

【講師略歴】（敬省略） 

アジア通信社代表取締役社長、『中国経済新聞』編集・発行人、「日本新聞網」編集長。 

１９６３年中国浙江省生まれ、北京大学文学部卒業。中国教育新聞記者を経て、１９ 

９２年４月来日。在日中国語日刊紙の副編集長を経て独立。２０００年３月㈱アジア 

通信社を設立、代表取締役社長に就任。２００１年８月に日本発の中国経済専門誌 

『中国経済新聞』を創刊、編集長兼務。中国共産党全国代表大会および全国人民代表 

大会の取材を中国政府から唯一の在日記者。著書に『株式会社中華人民共和国』（PHP 

新書）『日本経済の行方』（中国経済出版社）『サハラの恋』（人民出版社）共著に『日 

本変“天”』（新世界出版社２００９年） 
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